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「三田学会雑誌」 93巻 1 号 （2000年 4 月）

スロット配分方式に問する研究*

- 規制緩和の公共選択分析——

臼 木 智 昭  

中 島 朋 _

1 . 規制緩和と公共選択

(1) 国内航空産業における規制緩和の効果 

これまで我々は，規制緩和のもたらす経済効果について，産業連関表を用いた分析を行い（中 

島 •臼木，1997年)，さらに事例的研究として，規制緩和が急速に進んだ国内航空産業を取り上げ， 

その産業内での効果を分析した (中島•臼木，1999年) 。これらはいわば，マクロ •ミクロ両面からの 

定量的な分析であり，規制緩和による経済効果を実証することが目的であった。

我々の分析では，需給調整規制の緩和政策の一つである，国内航空産業におけるいわゆる「ダブ 

ル - トリプノレトラックイ匕」の効果について検討したが，特に注目されるのは，主要路線である東京 

(羽田空港）発着路線において， トラックの拡大に伴う規制緩和の効果（つまり旅客数の伸び）が特 

に高いという結果であるo

しかし一方では，単純に従来の規制を緩和するということが，かえってその産業の成長を制約す 

る要因を生み出す可能性もあるという，一見矛盾した示唆も得ている。

それは，国内航空産業にとってのインフラである空港，中でも羽田空港等の主要空港では，路線 

間の選択や調整を許容できるキャパシティーを有していないということに起因している。例えば各 

エアラインが収益を拡大するため，現在の路線を確保しつつ，収益性の高い路線を拡大するといっ 

た戦略を採用しようとしても，空港の拡張等のハード面での調整が困難であれば，スロット（空港 

発着枠）といった物理的な制約により， 自由な路線選択を制限してしまうことが予想される。つま

* 本稿は，1999年 7 月 4 日に慶應義塾大学において開催された第3 回公共選択学会全国大会での報告 

論文に加筆修正したものである。討論者の山内弘隆先生（一橋大学）には有益なコメントを頂いた。 

また本誌審査においてレフェリーから的確なコメントを頂いた。ここに記して謝意を表したい。もち 

ろん本稿の記述に関する一切の責任は我々にある。なお，本稿は著者個人の見解であり，各々の属す 

る組織の公式見解を代表するものではない。
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り，我が国の国内航空産業においては，主要空港のキャパシティーという競争環境が未整備のまま 

で競争促進政策が導入されてしまえば，かえってその効果が減殺される可能性は高い。

このことは，規制緩和政策の実効性を高めるためには，既存ルールの改革や廃止だけではなく， 

新たな状況にあわせた新たなルールの構築が求められていると捉えるべきである。

その意味では，規制緩和とは制度改革であり，制度を改革するということは，既存の制度の単な 

る廃止ではなく，制度の再構築あるいは新しい制度の構築であるということを我々は認識すべきで 

あろう。

(2) 規制緩和の公共選択分析 

既存制度の単なる廃止は，それに代わる新たなルールの構築が伴わなければ，市場を無秩序な状 

態に導くことになる。これではかえって市場の失敗は助長され，それを補完するという目的を達成 

できなくなる。これまでの規制緩和に関する様々な分析は，既存ルールが廃止される効果の分析に 

のみ焦点があてられてきた。 しかし，本来的な意味での規制緩和の経済分析とは，市場の失敗を補 

正する新しいルールをどのように構築し，そして新しいルール下での各主体の行動が，市場にどの 

ような結果をもたらすのかを論じることが必要なのである。つまり，ルール自体に閨する検討と同 

時に，ル ー ル の 「選択」に関する検討も求められるということである。

我々はこのようなルールそのものに関する分析については，公共選択論的アプローチが適してい 

ると考える。なぜなら，規制緩和の効果が，変 更 （あるいは再構築）される制度やルールによって 

規定される以上，ルールそれ自体の選択が重要な問題になるからである。

そこで，本分析では，規制緩和の実効性を高めるためには， どのような新しいルールが構築され 

るべきかという問題について，スロットの配分を事例として取り上げ，検討を行う。

2 • スロットの定 義 とスロットルールの必要性

(1) スロットとは何か

前述のとおり，国内航空業における規制緩和政策が，単なる既存制度の廃止という形で進展する 

> すれば，新規参入のエアラインに対する既存エアラインの対抗措置や，地方ローカル線のような 

低収益路線あるいは非収益路線が廃止されること等の問題が生じると予想される。各エアラインが， 

路線選択を自由に行えるかどうかは，空港のキャパシティー，つまり供給可能なスロットの量に大 

きく依存する。

スロットとは，航空機が空港の滑走路を使用して離着陸するための権利または基準であり，空港 

発着枠とも言う。航空機の発着数が多い国際空港や，国内の主要空港等のいわゆる混雑空港では， 

空港の処理能力を超えた発着による事故を防止するため， 1 日または1 時間あたりのスロツトの上

18



限を定めている。

スロットは，規制当局の立場からみれば，空港の使用枠あるいは使用許可であり，使用者は許可 

を受けてその使用を認められたに過ぎない。 もう少し踏み込んで定義すれば，我が国では国内航空 

輸送を行うためには運輸大臣の認可が必要であり，スロットとはいわば免許の「付帯物」であり， 

自由な売買や交換を前提としていないと考えられる。

一方，空港を使用するエアラインにとっては，空港発着するための「権利」であると定義できる。 

各エアラインは，スロットの確保，なかでも高い収益が期待できる主要空港のスロットを確保する 

ことは，企業としての成否にかかわってくる。つまり，エアライン各社おいては，主要空港におけ 

るスロットは重要な経営資源であると同時に，市場において企業活動を行うための制度的条件とし 

て捉えることもできるのである。

航空規制緩和とは，公的規制の緩和あるいは廃止により，市場での競争を促進することにより経 

済効率を向上させるという，競争促進政策の一環である。結論的にいえば，スロットの効率的利用 

は，競争的市場を創出するための条件であり，その観点からみればスロットの流動性は十分に保障 

される必要がある。そして，スロットを流動化させるためには，スロットをある種の権利としてみ 

なすことが前提となる。スロットの流動性をどの程度まで確保すべきか，あるいはスロットの売 

買 • リース等を許容すべきかといった問題は後に検討するとして，本分析においては，スロットを 

「空港発着するための権利」 として定義し，スロットの流動性を確保してその利用効率を改善する 

ための制度的枠組みについて検討を行うこととする。

(2) スロットルールの必要性

スロット制約下において路線選択の規制を撤廃すれば，各エアラインが当然に採用するはずの戦 

略が制限されてしまうであろう。例えば，限られたスロットの中での収益の最大化を図るため，収 

益性の高い路線の就航を拡大しようとすれば，一定の収益を見込める他の路線の就航を削減すると 

いった行動を選択せざるを得ない。

このような行動が，完全市場下での競争の結果として選択されているとすれば，市場全体として 

の効率性は改善されていると評価することもできる。 しかし，国内航空サービス市場は，スロット 

という市場ヘアクセスするための権利に制約がある，不完全な市場なのである。

つまり，各エアラインの収益はそのスロットの保有数に大きく依存しているのであり，スロット 

の配分に著しい歪みが生じれば，各エアラインの戦略や自助努力とは無関係に，その収益に大きな 

差異をもたらすことになる。各エアラインは収益を最大化することができなくなり，その結果市場 

は最適な資源配分を達成することができないということになる。

これは，競争促進的な市場環境を整備し市場全体の資源配分の効率性を改善するという，規制緩 

和政策の基本的な目標を達成する上で大きな障害となると考えられる。規制緩和政策は，単に従来
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の規制を廃止するということではなく，競争促進的な諸条件，諸制度の整備•構築が目的である。 

したがって，国内航空業における規制緩和政策においても，競争促進的な環境を制度的に保障する 

ためには，何らかのスロットルールが必要となる。

一方，これまでの国内航空政策は，他の運輸業と同様に「内部補助」を暗黙のうちに強制する方 

向で進められてきた。具体的には，「高収益路線（大都市間路線等の主要路線)」への就航により収益 

を確保させる一方で，「低収益路線（地方ローカル路線等) 」を維持するという，公共交通機関とし

ての使命を優先させてきたのである。こうした政策は，国内航空サービスを通じた一種の「所得再
( 1 )

分配政策」であると考えられる。

非収益路線や低収益路線の維持を_務付けられる各エアラインにとっては，期待される収益の一 

部放棄や内部摘助を打わざるを得ない。さらに，運賃に内部摘助費用か転嫁されるしとになれば， 

消費者である高収益路線の旅客にとっても，不合理な価格体系下に置かれることになり，消費者余 

剰は減少する。

したがって，国内主要空港における競争環境の整イ蓆，あるいは消費者余剰の確保を目的とするに 

せよ，スロットを調整するためには何らかのルール，すなわち「スロットルール」が必要となる。

ここで言うスロットルールは，配分ルールだけを意味するものではない。スロットの最適配分を 

実現するためには，既存エアラインが保有するスロットが既得権化 し̂，新規参入エアラインに不利 

な競争条件を強いらないように，既存スロットの回収•再配分を行う必要もある。また，一定のル 

一ルにより酉己分•再配分されたスロットであっても，余剰スロットが発生する可能性があり，それ 

を効率的に活用するためには，スロット交換ルールの確立も必要となる。さらに，航空輸送の公共 

交通機閨としての役割を重視するならば，各エアラインの路線選択とスロットの配分を関連付ける 

何らかのルールが必要となるであろう。つまり，スロットルールとは複数のルールのパッケージと 

して理解すべきなのである。

3 . スロットルールの理論的検討

(1) スロットル一ルと市場の制約 

エアラインの収益が路線選択に依存しており，その路線選択はスロットの配分状況に依存してい 

る状況では，スロットルールはどのようなものであっても，各エアラインの行動に制約をもたらす

( 1 ) 過去に行われた需給調整規制のもとで， 「45 — 47体制」とよばれる路線別の住みわけが行われてき 

た。大手エアライン3 社 （日本航空，全日本空輸，日本エアシステム）は，主要路線である東京発 

着便の収益を，赤字路線への内部補助の財源としてきたと考えられている。しかし，近年の規制緩 

和の進展により競争が激化した結果，主要路線の収益性が低下し内部補助を行うことが困難になつ 

てきているものと予想される。
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ことになる。 しかし，国内航空サービス市場におけるスロットルールは，以下に述べる我が国特有 

の制約要因を有している点を念頭に置いて議論する必要があると考えられる。

各エアラインの路線選択は，基本的には各エアラインごとの収益•費用構造に依存しており，路 

線ごとに予想される収益と費用との対比により，個別的に路線への参入を取捨選択していくことに 

なる。

しかし，我が国においては，エアライン間の費用構造の格差以上に，路線間の収益格差が大きい 

状況にあると予想されるため，路線需要は高収益路線に集中する可能性が高く，中でも東京（羽 

田）路線の需要は非常に大きなものであると考えられる。また，国内航空業は，代替的な利用関係 

にある新幹線や高速バス等の他の高速交通機関と競合閨係にあり，高収益路線を優先した経営戦略 

を採用する可能性は高い。

極論すれば，各エアラインにとってのスロット問題とは，高収益路線用のスロットの配分問題な 

のである。各エアラインは，高収益路線でのみ路線相互間のプライオリティ一を検討し，それらの 

路線を維持するためにスロットの獲得，配 分 •再配分，交換等を行う意味がある。

問題は，スロット制約下の市場においてエアラインの自由な行動を放置した場合には，配分され 

たスロットのほとんどが高収益路線用に使用されることになり，一定の収益が見込める他の路線用 

のスロットが十分に配分できないということである。エアラインにとっては，スロットに制約があ 

るために，低収益路線の一部あるいは全部を放棄せざるをえず，期待収益が完全には実現できない 

結果となる。

したがって，我々が検討すべきスロットルールとは，量的にみて過小供給であるスロットに関す 

る配分ルールであると同時に，その環境下において可能な限り競争的市場を実現し資源配分を改善 

するためのルールなのである。

(2) エアラインからみたスロットの保有メリット

では次に，エアラインにとってスロットを保有することの意味とメリットについて検討してみた 

い。ここでは，空港のキャパシティーが拡張されると，スロットがパラレルに増加すると仮定する。 

さらに，スロットを獲得するには何らかのコストがかかるが，スロットの増加と運航便数は正の_  

係にあるとする。

その場合一般的には，エアラインの限界収入は遁減し，限界費用は遁増していくと思われる（図 

1 )。エアラインにとっては，両曲線が一致する利潤極大点（MC = MR) まではスロットを追加的 

に保有するメリットは存在するが，限界的な利潤が最大化されるスロット数は，限界収入曲線と限 

界費用曲線の傾きが一致するボイントとなる。

一方，エアライン内部での路線選択とスロットの関係についてみると，状況は大きぐ異なってく 

る (図 2 )。
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図 1 エアラインの限界収入•限界費用

空港キャパシティー= 保有スロット数 
(注）MR ；限界収入，MC ；限界費用

図 2 路線別の限界収入•限界費用

空港キャパシティ一= 保有スロット数 

(注）M R .；高収益路線の限界収入，M R i；低収益路線の限界収入，MC ；限界費用

ここでは，獲得したスロットに関するエアライン内部での配分に制限はないが，他企業とのスロ 

ットの売買•交換は想定していないというモデルを想定してみよう。また，路線についての選択は， 

高収益路線と低収益路線の2 つ，運航便総数•運 航内容（内部での路線配分）についても制限を設け 

ないこととする。

この場合，高収益路線の限界収入曲線は，低収益路線の同曲線から上方に乖離して位置すること 

は容易に予想される。

そしてこのことは，各エアラインにとっては，高収益路線のためにスロットを保有するメリット 

が高いこと，低収益路線のためのスロット保有は相対的にメリットが小さいということを意味して 

いる。同時に，エアラインにとっての路線選択は，スロット1 単位当たりの収益•費用の相対関係 

に規定されるとも言えるのである。つまり，追加的にスロットを獲得するかどうかは，そのスロッ 

ト1 単位当たりが生み出す利益，「スロット収益率」に大きく依存しているということでもある。

この点を明確にするため，スロット獲得には対価を支払う必要がある状況を想定してみよう。仮
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に何らかの状況の変化に伴い，スロットの獲得コストが上昇しエアラインの費用構造が変化^した場 

合 （限界費用曲線が左方にシフト），他の条件が一定ならば保有スロット数を大きく変化させずに収 

益を確保するため，エアラインは間違いなく高収益路線を維持し，低収益路線を削減すると予想さ 

れる。なぜなら，スロット収益率は低下するのであるから，収益の確保のために高収益路線を維持 

する戦略を採用することは合理的な行動である。

逆に，スロットの獲得コストが低下した場合でも（限界費用曲線の右方へのシフト），結果に大き 

な差異はないと思われる。例えばスロット1 単位当たりの収益率が上昇するのであるから，エアラ 

インは追加的にスロットを獲得するかもしれないし，あるいは収益の拡大を図るため低収益路線用 

のスロットを高収益路線用に使用するかもしれない。 もちろん収益が確保できるのであれば低収益 

路線への就航を拡大することも可能である。 しかし，路線別のスロット収益率の相対的な違いを勘 

案すれば，高収益路線が優先されることになるであろう。

では，低収益路線の維持を優先するインセンティブが働くためには， どのようなルールが想定で 

きるであろうか。例えば，低収益路線を維持するための規制を設けるのではなく，低収益路線を1 

便運航するごとに，エアラインに対して，規制当局が補助金を支給するとしよう。

一般的には，この種の外部補助は，限界収入を上昇させる（つまり限界収入曲線が上方にシフトす 

る）効果を持ち，エアラインが低収益路線向けスロットを確保（あるいは企業内で再配分）する誘因 

を生む効果があるはずである。 しかしここで想定しているように，高収益路線と低収益路線では限

界収入が乖離した状況にあるとすると，低収益路線が優先されるための補助金は多額になる可能性
( 2 )

がある。

この効果は，低収益路線への就航義務等の運航規制の効果とは区別する必要がある。就航養務と 

いう方法では，低収益路線の維持コストを運賃等に転嫁された場合には，利用者のメリットが低下 

するであろう。 したがって各エアラインは何らかの内部補助を行う必要が生じると予想されるため， 

期待収益を最大化できない可能性が高い。これでは，規制緩和の効果を減殺してしまうことになり， 

従来の規制下の状況と差異がない。この他にも，低収益路線の維持は，新規参入意欲を喪失させる 

ことや，スロットの固定化を生むといった問題も懸念される。このように運行規制方式では，低収 

益路線の維持にっぃては，メリットよりはコストに，そしてコストの大きさよりはどの主体がそれ

( 2 ) 実際の国内航空市場では，これまでの寡占的な市場環境におけるエアライン各社の費用構造が非 

効率なものであったと考えられるが，規制緩和により競争が促進されることで，各社のコストが削 

減され，低収益•非収益路線を高収益•収益路線へと転化とする可能性はある。また，既存エアライ 

ンの費用構造が改善しないとしても，費用構造が効率的なエアラインが地方路線等の低収益路線に 

新規参入する可能性もある。さらに我が国では，新幹線や都市間高速バス等の代替的な輸送機問と 

の間で，激しい競争状態にある地方路線もあるため，需給調整規制の廃止によって，地方路線の利 

用者に供給される運輸サービスが著しく低下するとは考えにくい。このような現状では，地方路線 

維持に対する外部補助制度等の新たな政策措置を導入する必要性は低いと考えられる。
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を負うべきかという点に議論が終始してしまい，市場全体の効率性に関する検討は行われにくい状 

況となる。

以上，エアラインにおけるスロット保有と収益•費用構造との関係を検討したカヾ，重要な点は， 

スロットの制約の有無にかかわりなく，各エアラインの合理的な行動だけでは，社会的にみて妥当 

な結果を得る保証はないということである。

(3) 最適スロツトル一ル

それでは，望ましいスロットルールとはどのようなものであろうか。

仮に規制当局は，政治的なバイアスに影響を受けず，消費者利潤を極大イ匕するための行動を常に 

とるとしよう。当然規制当局は，当該市場に関する情報（その対象企業が置かれている市場の状況や， 

各企業内部の経営情報等）を完全には把握しておらず，当該市場には情報の非対称性が存在してい 

る。さらに，当局は，資源配分を最適化》するために，何らかの規制を行うことが是認されると仮定 

する。

このような状況にある場合，例えば，運賃等を一定水準に維持するための価格規制や，不完全な 

情報補完するための情報提供インセンティブ規制等を行った場合，その規制水準をどのように評価 

すべきであろうか。

規制当局は，必要な情報が判然としていないことや，情報の入手コストを考慮すれば，情報収集 

を主眼とした規制を実行するとは考えにくい。 したがって，当局が行うことができる規制とは，新 

規参入規制や需給調整といった，いわゆる「総量規制」 というものにならざるをえない。

ここで注意すベき点は，当局が採りうる規制が適正水準にあるかどうかの評価は，用意する基準 

によって大きく異なるということである。例えば，規制の目的という観点と，規制の維持コストと 

いう観点からでは，評価は同じにはなりえない。規制を評価する際には，現実的に選択しうるルー 

ルであるかどうかをまず問うべきだが，同時に，その維持コストが規制から得られるメリットに比 

して/J、さいルールであるかどうかということにも重点が置かれるべきであろう。

逆に言えば，資源配分を改善はするが，必ずしも最適化するとはいえない規制であっても，規制 

維持コストの観点からは選択するということでもある。現状を多少でも改善する規制を選択すると 

いうことは，現実的な選択というだけでなく，社会的にみたコストを減少させるという観点からも 

評価されるべきであろう。結局我々は，セカンド•ベスト的な結果を追求する以外にはないのであ 

るO

まさにTullock (1 9 7 4 )がかつて述べたように，「最善は改善の敵」なのである。ある利益を自 

己に有利に再配分するための資源の使用が，個人にとって合理的である以上，その行動は全ての市 

場参加者に及ぶことになる。一方，社会的にみれば，その行動は，利用可能な資源の再配分でしか 

ない。これは，新しい財 •サービスを提供することなく，単に資源の配分を変更しているにすぎす，
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そのために別の資源が動員されるといった非効率な活動なのである。

したがって，国内航空産業においては，スロットの最適配分が困難であることが明らかであれば， 

スロットの再配分活動に係る費用を極小化する方法が，社会的にみて最適スロットルールなのであ 

る。

実際には，想定されるスロットルールにはそれぞれメリット•デメリットがあるため，特定の方 

式 （あるいは複数の方式）を選択し，そのデメリットを極小化する施策や規制を実施し，政策のパ 

ッケ̂ 一 ジとして制度を補完するということにならさるをえないたろう。

(4) スロットマ ー ケット

スロットの効率的配分は，配分ルールの適切さだけでは保証できない。例えば，一定のルールに 

より配分されたスロットに基づき，各エアラインは運行計画を立てることになるが，人 員 •機 材 • 

集客等の市場の変化により予定通りの運航が困難になる可能性がある。このような「余剰スロッ 

ト」を使用しないまま放置することなく，他のエアラインが利用できるように交換することができ 

れば，より効率的なスロットの配分が実現する。

さらに，スロットがマーケットにおいて売買されることになれば，スロット価格が明示されるこ

とや，新規参入エアラインが既存スロットを容易に確保できること，あるいは「ピーク - ロード -
( 3 )

プライシング」を利用して混雑時間帯の使用を緩和する等のメリットがある。

このようなスロットマーケットの創設により期待されるメリットとしては，まず第一には，スロ 

ットの流動化があげられる。あるエアラインにとって余剰となったスロットは，そのまま利用され 

なければスロットの浪費となり，非効率なスロット配分状況は改善されない。適切なルールに基づ 

いて配分されたスロットであっても，それは初期条件としての最適配分を実現しているにすぎない 

のであり，スロットマーケットを通じて，スロットの過不足をエアライン間で調整することにより， 

資源配分の効率性は向上することになる。

第二には，スロット価格の明示化である。マーケットにおいてスロット価格が明示されることに 

より， 自らの収益•費用構造に照らして最適なスロットを保有するための判断が容易になると考え 

られる。

第三には，規制当局の恣意性が反映される余地が縮小することである。スロットルールの決定と 

運用は，規制当局の関与が前提とならざるをえない以上，マーケットによるスロット配分の調整は， 

その弊害を極小化するための制度的補完機能を有するといえる。

しかし，このマーケットについても問題がないわけではない。第一には，スロットが無償から有

( 3 ) スロット権を市場化することについては，空港発着権の売買の他，混雑空港における利用が混雑 

する時間帯における使用料を引き上げる「ピーク•ロード•プライシング」等がある。Grether，Isaac 
and Plott (1 9 8 9 )はスロット権の市場化に関して実験的に検討を行っている。
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償になることにより，既存スロットを多く保有している既存エアラインが新規エアラインに対して 

有利な立場に立つこと，これまで無償であったスロットの入手コストの発生により運賃が上昇する 

こと等のデメリットも懸念される。

第二には，スロット収益率が低く，保有コストがどれほど高いとしても，既存エアラインが余剰 

スロットを市場に提供しない可能性である。例えば，独占•寡占的な市場形成を意図する戦略を既 

存エアラインが採用する場合等が考えられる。

これらの問題については，制度的な修正により改善することは可能と考えられる。例えば，スロ 

ットの流動性の確保については，全てのスロットをマーケットで流通させるという方法もあるが，

各エアラインが保有するスロットの一定割合を定期的に市場に提供させることや，スロットの利用 

率が一定基準以下のものについて強制的に回収し市場で流通させるといった方法もある。また，ス 

ロットの売買• リースや，余剰スロットについて他路線への使用，エアライン相互間でのスロット 

の交換等を認めることで，スロットの流動性は飛躍的に向上する。

さらに，独 占 •寡占化の防止あるいは低収益路線維持のためには，スロットの保有を国内のエア 

ラインだけに限定せず，諸外国のエアラインやエアライン以外（例えば地方自治体）にも開放する 

という方法も考えられる。

4 . スロットルールの具体的検討

運輸省は，規制緩和推進計画に従い，1999年 6 月に，需給調整規制の廃止を柱とする「航空法を 

一部改正する法律」を 公 布 （施行は2000年 2 月を予定）した。この改正において特に注目すべき点は， 

混雑空港におけるスロット調整の枠組みが明記されたことである。

具体的には，国内で定期航空輸送事業を行うために混雑空港を使用する場合には，運輸大臣の許 

可 （有効期間は5 年以内）を得ることになり，スロットについては一定の基準（以下で検討する総合 

評価方式）により配分されることになった。

これまで運輸省では，スロットルールについては航空法の改正作業（運輸省，1998年）において 

検討を進めてきており，その具体的な運用については1999度中に結論を出すとしている。改正航空 

法の実際の適用は，2000年に予定されている羽田空港新B 滑走路の供用開始に伴って増加するス 

ロットの配分において実施される予定である。

そこで以下では，欧米先進諸国の事例を参考に，改正航空法において採用されたスロットルール 

のメリット•デメリットを評価し，スロットル一ルを検討するための視点を提不したい。

(1) 欧米における事例

アメリカでは1969年以降，空港混雑と騒音に対する配慮から，「高密度ルール」を適用した。こ
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れは，混雑空港について， 1 時間当たりのスロットをF A A  (Federal Aviation Administration ：連 

邦航空局）が設定し，実際のスロット配分をエアラインで構成する「スケジュール委員会」で調整 

するものである。

しかし，1978年の航空規制緩和法の制定以降のスロット需要の急増により，スロットの配分調整 

ルールが機能しない状況に追い込まれた。

その結果，1986年に既存のエアラインが保有しているスロットを既得権として認めると同時に， 

その売買 • リースを認める「buy-sellルール」が採用された。この制度変更は，第三者機関による 

スロット配分方式から，エアライン間での自己調整方式への移行であり，政策的にみて重要な転換 

点となった。

b uy-sellルールは，既存エアラインが保有するスロットを既得権として認めていることから，新 

規参入が阻害されるという問題を内在している。そのため，エアライン以外にもスロットの保有を 

認めることや，既存スロットの5 % を回収し抽選による再配分を行う（1989年以降は回収•抽選によ 

る配分は実施されていない）等の改善措置も講じられている。

一方，E U 及びヨーロッパ諸国においては，スロット配分はIA T A  (Intrenational Air Transport 

Association1 国際航空輸送協会）ル一ル及びE U ル一ルに従って次のようにイ了われている。

既得スロッ トについては継続保有権を認めるとともに，運航率が80% 未満のスロットを没収•プ 

一 ル し （use it or lose it rule)，プールされたスロットの5 0 % を新規参入者（当該空港で1 日4 スロッ 

ト未潇しか保有していないエアライン）に優先的に配分するといった方式が採用されている。ス，ロッ 

トの売買 . リースについては， ともに禁止されているが，他路線転用や他社との交換は可能となっ 

ている。

具体的なスロットの配分については，英国では国内エアラインが共同所有するA C L (Airport 

Coordination L t d . )が，フランスでは主要エアフインで構成する協会組織が担当しており，各国と 

も政府から独立した組織で行われている。

これらの事例に共通する点としては，第一にスロットルールの透明性•客観性に重点が置かれて 

いるという点である。例えば，既存スロットの回収•再配分については，数値が明示され，規制当 

局の恣意性が反映されない方式が採用されており，スロット配分の調整機関として第三者機関が設 

置されている。また第二には，既存スロットの既得権を容認しながらその流動性をいかに確保する 

かという点に苦心しているという点である。

それぞれの制度には独占化•寡占化等の問題点は内在しているものの，欧米ではルールの透明 

性 •客観性を確保しながら，新規参入障壁を除去して競争促進的な制度の構築を目指していると考 

えられる。
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(2) 改正航空法におけるスロットルール

我が国の場合，改正航空法において「総合評価方式」（「効率性評価基準等による評価方式」と呼ぶ場 

合もある）と呼ばれるスロットルールが採用されている。

具体的には，まず既に配分されているスロットを既存エアラインから回収する必要がある。その 

方法としては，国内の空港ごとの混雑状況等を把握し，既存スロットの一定割合を回収する「定率 

法」か，欠航等が頻発し利用率が低いエアラインから優先的に回収する「効率性基準法」のいずれ 

かの採用が現在検討されている。一方，回収したスロットの再配分については，各エアラインごと 

の運賃水準や定時運航率，事故率，座席利用率等を数値化し，総合的に評価する方法を基本として

いる。

この方式は，企業の効率性を確保するとともに，利用者利便性を向上させるような適切な項目を 

選定すれば，運賃上昇等の弊害を回避しつつ，効率的な路線選択がなされる等のメリットが期待で 

きる。

特に，国内主要空港のスロットについては，新規参入が困難な国内主要空港を「混雑空港」に指 

定し，各航空会社の運航計画を許可制にすることを計画しており，これをもとに各エアラインのス 

ロットを調整し，新規参入エアラインを優遇する仕組みも盛り込むとしている。また，低収益路線 

を維持するため，例えばシングルトラック路線からエアラインが撤退を表明した場合，運輸省がそ 

のスロットを回収して，当該路線に参入意欲のあるエアラインに再配分̂を行い，低収益路線が犠牲 

にされることを防止するとしている。

確かにこの方式は総合的な評価方式ではあるものの，スロットルールの客観性，透明性を確保し 

ていくためには，評価項目や手続きの方法について十分な検討が必要である。評価機関については， 

規制当局ではなく第三者機関が行うといった「コミッティ方式」を採用することにより，客観性 • 

透明性を向上させる余地もあると考えられる。またこの方式では，評価の決定過程や実際のスロッ 

ト酉己分に至る過程について，十分な情報開示が保証されてはじめて，評価の恣意性といった問題を 

是正することが可能となる。現在までのところ，運用に関する指針は運輸省からは提示されていな

い。

この方式で特に懸念される点としては，その内容が客観的で透明なものでなければ，これまで綠 

り返されてきた行政指導と同様のものになってしまう可能性があるということである。例えば新規 

参入エアラインであるスカイマーク•エアラインズは，使用空港における搭乗ゲートの割り当てが 

少ない等，定時就航に支障をきたしているのが現状である。 しかし定時就航は評価対象であり，マ 

イナスの評価を下されれば競争上不利になる。逆に，新規参入企業に対して，何らかの例外措置を 

講じることも可能であるが，今度はそれが既存エアラインにとって不利になる可能性もある。

また，この方式では， ミニマム•アクセスを確保するため，シングルトラック路線からの撤退に 

際してはそのスロットを強制回収するとしている。 しかし，当該路線の維持コストが非常に高けれ
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ば，スロットを放棄しても撤退を選択するというエアラインが存在することも予想されるため，こ 

の方式がミニマム•アクセスの確保を必ずしも保証するものではないと考えられる。

(3) スロットル一ルを検旨寸する視点

これネでみたように， どのようなスロットルールであつても，ルール自体が内包する問題（独 

占 •寡占等）と，ルールの運用段階において生じる外生的問題（規制当局の恣意性の影響等）がある。 

我が国では，規制緩和推進計画に基づく航空法の改正作業においてスロットルールに関する議論が 

本格化し，欧米の事例を参考にしつつ，その具体化に向けた諸課題の検討が行われてきたが，この 

問題は明示的にとり扱われている訳ではない。

例えば，スロットルールの配分が規制当局の裁量で行われるとすれば，これまでの需給調整規制 

と同様に，スロットルールは単なる規制手段として機能してしまうことになる。特に懸念される点 

は，新規エアラインの参入規制として機能してしまうことである。 したがって，いかなるルールで 

あってもデメリットがある以上，競争促進的な市場環境を整備するためには，中立性 •客観性•透 

明性の観点から比較検討した上でスロットルールを導入することが求められる。

特に競争促進という政策目標に鑑みれば，恣意性の入る余地のない「競争入札制」に類する方式 

は，透明性や効率性の観点から望ましい制度である。運輸省のこれまでの検討作業では，競争入札 

制は諸外国で導入例がないとして採用には消極的であるが，効率的経営を実現しているエアライン 

が事業拡大の機会を得る制度としてのメリットは大きい。 しかし，単純な競争入札制の導入は，現 

状において各エアライン間に資本力の格差がある以上，寡占化 •独占化や，入札金額の運賃への転
( 4 )

嫁による運賃の上昇等の問題が懸念される。

競争入札制以外の方法を採用するとすれば，企業の効率性を何らかの基準で評価し，それに応じ 

てスロットを配分する方法を採用する以外にはない。我が国では当面，この評価方式が採用される 

ことになっているが，その具体的な運用については困難が予想される。

例えば，利用者利便の向上の観点，あるいは効率的経営の促進の観点から，運賃水準，定時性， 

座席利用率，機材の大型化率等ざまざまな評価項目が考えられるが，運賃の安さ一つをとっても路 

線構成の異なる企業間の効率性を比較することは困難である。また，それぞれの評価項目にウェイ

( 4 ) 落札企業は，国内輸送市場における独占供給主体として自由な価格設定を行い，当初の損失以上 

の収益を上げることは可能である。それを回避するには，例えば「独占権入札 （franchise bid­
ding)] といった方式も提案されている。独占権入札とは，当該市場での供給者として「独占権」を 

入札させるが，事前に消費者余剰分を補助することを前提として入札させることにより，落札者の 

超過利潤を発生させることなく，限界費用に等しい価格設定を行うことになるというものである。 

この方式では，路線バスのように，提供される財•サービスが単純なものであり，固定投資が小規模 

なものであれば有効に機能するとしているが，航空輸送サービスがこれに該当するかどうかは今後 

の研究を待ちたい。独占権入札については，奥野 •篠原 •金 本 （1993年）で詳しく検討している。



ト付けを行い，その総合点の高いエアラインに多くのスロットを配分する方法も考えられるが，ウ 

エイト付けの方法や，実際にエアラインの成績をどのようにスロット配分に反映させるか等の問題 

が残る。つまり，スロットルールの実際の運用段階では，規制当局の裁量の余地は残ることになる。

スロットルール導入の政策的含意は，参 入 •退出の自由を保障し，公正でかつ競争促進的な市場 

を創出するための制度を保障することである。その意味では，改正航空法が政策的効果を十分に担 

保するために，同法施行までの短い期間ではあるが，導入を予定しているスロットルールを，より 

透明性 •客観性の高いルールとして機能させるために，その具体的制度内容と運用について引き続 

き検討する必要があろう。

我が国におけるスロット配分問題を改善するには，スロットの制約を解消すること，つまり国内 

主要空港の拡張や首都圏第三空港の整備等が必要である。それが早急に実現する込み込みがない以 

上，スロットルールはあくまでも次善の策として位置付けるべきなのである。本質的な問題を看過 

したままで，対症療法的な施策を積み重ねたとしても，事態の根本的な解決に至る道程を見据える 

ことは難しい。

この結論は，単純だが非常に重い意味を我々に示している。つまり，航空規制の緩和に伴うスロ 

ット配分の問題はスロットの制約に起因してはいるが，その制約を生じさせた要因は空港整備の遅 

延等による過小供給であり，さらにその遠因が恐らくは経済的理由によるものではなく，極めて日
( 5 )

本的な政治状況によるものであると考えられる。

5 . スロットル一ルの公共選択

最後に，本論文の課題を述べておきたい。

スロットル ー ル に ついての分析では， まず規制の主体と対象（あるいは範囲）をどうすべきかと 

いう議論が必要だと思われる。特にスロットの配分を市場化すべきか，規制当局を経由させた形で 

行う制度どして構築すべきかという問題は，その制度の維持コストと予想されるメリットとの比較 

検討なしには議論できない。

また，運輸政策論としては，公共交通機関としての役割を考慮して，低収益路線の維持を優先す 

るルールを選択すべきか，あるいは各エアラインの路線配分や新規参入•退出の自由を保障するこ 

とにより，競争市場の創出を優先するルールを選択すべきかという問題がある。 したがって，単純

( 5 ) これまで我が国では，用地取得，新規造成の困難，周辺への騒音問題等から，主要空港の拡張は 

進めにくい状況にあった。しかし，それらの事情を考慮したとしても，主要空港の整備に費やされ 

た費用は，国内航空旅客輸送における主要路線（中でも東京（羽田）路線）に対する需要への対応 

としては，明らかに過小であったと評価せざるをえない。その反面，地方空港の整備は順調に進め 

られ，主要空港向け路線の就航便数は増加し，結果として主要空港はさらに混雑することになった。
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なコスト• メリットの比較だけではなく，規制当局として優先すべき政策目標を選択する必要があ 

る。この問題は政策論上の検討課題ではあるが，スロットルールの選択と無縁ではない。

また公共選択論的にみれば，スロットルールを選択する過程について検討する余地があると思わ 

れる。つまりルールの選択においては， どのように選択するのかということが重要なのである。例 

えば，スロットル一ルを誰が選択するのかという問題も一^つのァ一マである。仮に，規制占局かル 

一ルを選択するのではなく各エアラインの議論によって決める場合， どのようなルールが選択され 

るのか，選択されたルールの持続性は高いのか，ルールを誰が維持するのか，維持コストは高いの 

か，そしてそもそもそのような選択は社会的に是認されるのか等といった問題について，我々は回 

答を用意する必要がある。

スロットルールの選択において重要なことは，我々が何を選択するのかということではなく，何 

のために選択するのかということである。つまり，特定の主体の利益に資するのではなく，各主体 

相互の利益と社会的コストの調整を図るためには， どのようなルールを選択すべきかということが， 

我々の課題とされるべきなのである。その意味ではスロットルールの選択に関する検討は，まさに 

公共選択分析なのである。

(秋田県産業経済労働部観光課主事）

( (財)環日本海経済研究所調査研究部研究主任）
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